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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書を末尾に綴じ込んでおります。
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【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成29年11月14日

【四半期会計期間】 第70期第２四半期(自 平成29年７月１日 至 平成29年９月30日)

【会社名】 株式会社パスコ

【英訳名】 PASCO CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 古 川 顕 一

【本店の所在の場所】 東京都目黒区東山一丁目１番２号

【電話番号】 03(5722)7600(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 財務本部長 重 盛 政 志

【最寄りの連絡場所】 東京都目黒区東山一丁目１番２号

【電話番号】 03(5722)7600(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役 財務本部長 重 盛 政 志

【縦覧に供する場所】 株式会社パスコ さいたま支店 ※

(さいたま市見沼区東大宮四丁目74番６号(OSセンタービル))

株式会社パスコ 千葉支店 ※

(千葉市美浜区中瀬一丁目７番１号

(住友ケミカルエンジニアリングセンタービル))

株式会社パスコ 横浜支店 ※

(横浜市中区山下町223番１号(NU関内ビル))

株式会社パスコ 中部事業部

(名古屋市中区錦二丁目２番13号(名古屋センタービル))

株式会社パスコ 関西事業部

(大阪市浪速区湊町一丁目２番３号(マルイト難波ビル))

株式会社パスコ 神戸支店 ※

(神戸市中央区磯上通四丁目１番６号(シオノギ神戸ビル))

株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注) ※印は金融商品取引法の規定による縦覧に供する場所ではありませ

　 んが、投資家の便宜のために縦覧に供する場所としております。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第69期

第２四半期
連結累計期間

第70期
第２四半期
連結累計期間

第69期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 22,069,854 20,437,251 51,766,932

経常利益又は経常損失(△) (千円) △957,643 △1,387,140 938,547

親会社株主に帰属する
四半期（当期）純損失(△)

(千円) △912,736 △1,082,312 △524,531

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △1,487,511 △1,227,579 △589,132

純資産額 (千円) 12,975,282 12,007,641 13,868,048

総資産額 (千円) 53,684,325 52,053,008 68,147,557

１株当たり四半期（当期）
純損失金額(△)

(円) △12.65 △15.00 △7.27

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 23.5 22.3 19.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 10,536,785 13,733,569 1,778,323

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,520,772 △1,518,822 △1,625,164

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △9,649,362 △13,925,455 2,039,579

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 7,035,012 8,339,775 10,079,069

　

回次
第69期

第２四半期
連結会計期間

第70期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純損失金額
（△）

(円) △1.02 △3.78

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間（以下「当累計期間」）における我が国経済は、企業収益や雇用情勢の改善がみられ

るなど景気は緩やかな回復基調で推移しましたが、アジアにおける地政学的リスク、中国における景気の減速感、

米国の政策動向など依然先行き不透明な状況が続いております。

　このような状況の中で、当社グループは、経営理念に「空間情報事業を通じて、安心で豊かな社会システムの構

築に貢献する」を掲げ、国内外を問わず多様化・高度化していく空間情報の活用を推進することに努めました。

（当累計期間の具体的な活動）

国内公共部門では、自治体におけるオープンデータ化の促進と活用を支援するため、オープンデータとして公開

された地形図を、色とりどりの案内地図に編集して利用できるサービス「Mappin'Drop（マッピンドロップ）」の提

供を開始しました。土木工事においては、ドローンによる３次元データの活用を支援するサービス「i-Con 測量サ

ービス」を提供、森林分野においては、生産性の向上と施業集約化の課題解決、および木材関連産業の活性化と地

方創生を支援するため、空間情報の複合技術によって、林地の的確な把握、台帳整備、情報共有、コンサルティン

グまで一貫したサービスを提供しております。その他、河川管理及び災害対応の高度化を図るため、ドローンによ

り陸上と水中を同時に測量できる技術の開発を進めております。

　国内民間部門では、物流（ロジスティクス）分野におけるコスト削減や業務の効率化を支援するサービスを提供

したほか、企業の災害リスク対策や企業戦略の立案、経営コストの最適化に向けたニーズに対応するため、既存商

品の機能強化を行い、質の高いサービス、商品の提供に努めました。また、金融機関向けに地図を基盤とした営業

支援トータルソリューションサービスの提供を推進しております。その他、自動走行・安全運転支援システムの実

現に向け、高精度３次元地図等の整備や実証、運用に向けた検討を推進しております。

　海外部門では、諸外国の国土政策や民間企業の需要などにより、多様な空間情報や技術協力のニーズが存在する

事業環境となっており、中東、アフリカ地域の国土基盤地図作成プロジェクトや、欧米での民間企業からの航空撮

影業務を推進しました。

（当累計期間の経営成績）

セグメント別の受注・売上の実績は次のとおりです。

＜国内部門＞（公共部門・民間部門）

　国内公共部門の受注高は、公共施設等総合管理計画関連業務や下水道法適化関連業務等が減少したことにより前

年同期比1,047百万円減少（前年同期比3.5％減）の28,923百万円となりました。売上高は、公共施設等総合管理計

画関連業務等が減少したことにより前年同期比1,080百万円減少（同6.4％減）の15,730百万円となりました。受注

残高は、複数年業務の増加等により前年同期比982百万円増加（同4.0％増）の25,552百万円となりました。

　国内民間部門の受注高は、コンテンツ販売が減少したこと等により前年同期比254百万円減少（同8.4％減）の

2,797百万円となりました。売上高は、物流関連の継続サービスが増加しましたが、システム開発の請負業務が減少

したことにより前年同期比113百万円減少（同4.3％減）の2,507百万円となりました。受注残高は、継続契約業務の

増加等により前年同期比142百万円増加（同2.9％増）の5,070百万円となりました。
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この結果、国内部門（公共部門・民間部門）合計では、受注高が前年同期比1,302百万円減少（同3.9％減）の

31,720百万円、売上高は前年同期比1,193百万円減少（同6.1％減）の18,238百万円、受注残高は前年同期比1,125百

万円増加（同3.8％増）の30,622百万円となりました。

＜海外部門＞

海外部門の受注高は、当社において国土基盤地図作成業務等が前年同期比297百万円増加したことにより、全体で

前年同期比365百万円増加（同15.4％増）の2,735百万円となりました。売上高は、当社で中東地域等の一部の大型

案件で工事完成基準を適用したことが影響し前年同期比339百万円減少したほか、事業活動を休止したフィンランド

の子会社FM-International Oyで、航空撮影業務等が前年同期比272百万円減少したこと等により、全体で前年同期

比438百万円減少（同16.6％減）の2,198百万円、受注残高は、前年同期比114百万円増加（同3.1％増）の3,861百万

円となりました。

この結果、当累計期間の受注高は前年同期比937百万円減少（同2.6％減）の34,456百万円、売上高は前年同期比

1,632百万円減少（同7.4％減）の20,437百万円、受注残高は前年同期比1,239百万円増加（同3.7％増）の34,484百

万円となりました。

利益面につきましては、売上総利益は、売上高の減少および原価率の上昇（前年同期比2.9ポイント上昇）により

前年同期比912百万円減少（同20.5％減）の3,536百万円となりました。

　営業損益は、販売費及び一般管理費が前年同期比11百万円増加（同0.2％増）となり、1,475百万円の営業損失

（前年同期551百万円の営業損失）となりました。

　経常損益は、為替の影響により前期の為替差損から為替差益へ利益方向に444百万円転じたものの、前年同期比

429百万円減少し1,387百万円の経常損失（前年同期957百万円の経常損失）となりました。

　税金等調整前四半期純損益は、1,403百万円の税金等調整前四半期純損失（前年同期1,079百万円の税金等調整前

四半期純損失）となりました。

　親会社株主に帰属する四半期純損益は、法人税、住民税及び事業税を163百万円計上したものの、法人税等調整額

を利益方向に495百万円計上したこと等から、1,082百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失（前年同期912百万

円の親会社株主に帰属する四半期純損失）となりました。

　

（生産、受注及び販売の状況）

当社グループは空間情報サービス事業を行っており、受注高、売上高の状況をセグメントごとに示すと下記のと

おりです。

なお、主要顧客である官公庁への納品が３月末に集中することから、当社グループの収益は期末へ向けて増加す

る傾向にあります。

当第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日～平成29年９月30日）
（単位：百万円／前年同期比：％）

前連結会計年度末

受注残高
受注高

前年

同期比
売上高

前年

同期比

当四半期連結会計

期間末受注残高

前年

同期比

１ 国内部門
(17,140)
17,140

31,720 △3.9 18,238 △6.1 30,622 3.8

　(1) 公共部門
(12,359)
12,359

28,923 △3.5 15,730 △6.4 25,552 4.0

　(2) 民間部門
(4,780)
4,780

2,797 △8.4 2,507 △4.3 5,070 2.9

２ 海外部門
(3,288)
3,324

2,735 15.4 2,198 △16.6 3,861 3.1

合計
(20,428)
20,464

34,456 △2.6 20,437 △7.4 34,484 3.7

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２ 前連結会計年度末受注残高の上段（ ）内表示額は、前連結会計年度における年度末受注残高であり、下段

は当第２四半期連結累計期間の外国為替相場の変動を反映させたものであります。
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(2)財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末（以下「前期末」）より16,094百万円減少

し52,053百万円となりました。また、負債合計は前期末より14,234百万円減少し40,045百万円となりました。その

主な要因は、当累計期間に前期末営業債権の多くが回収され、回収資金で借入金を返済したことにより、「受取手

形及び売掛金」が16,144百万円減少し、「短期借入金」が13,253百万円減少したことによります。

　純資産合計は、前期末より1,860百万円減少し12,007百万円となりました。その主な要因は、株主資本で剰余金の

配当649百万円、および親会社株主に帰属する四半期純損失1,082百万円等により「利益剰余金」が1,707百万円減少

したことによります。

(3)キャッシュ・フローの状況

当累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」）は、前四半期連結会計年度末に比べ1,304百万円増加

し、8,339百万円となりました。

　当累計期間におけるキャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、13,733百万円の資金の増加（前年同期は10,536百万円の資金の増加）

となりました。主な資金の増加要因は、売上債権の減少16,733百万円です。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、1,518百万円の資金の減少（前年同期は1,520百万円の資金の減少）と

なりました。主な資金の減少要因は、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出680百万円及び投資有価証

券の取得による支出429百万円です。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、13,925百万円の資金の減少（前年同期は9,649百万円の資金の減少）と

なりました。主な資金の減少要因は、短期借入金の返済等（純額）13,266百万円、配当金の支払649百万円です。

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

(5)研究開発活動

当累計期間における研究開発費の実績額は538百万円であります。

決算短信（宝印刷） 2017年11月16日 13時17分 8ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



― 6 ―

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 200,030,995

計 200,030,995

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 73,851,334 73,851,334
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数
1,000株

計 73,851,334 73,851,334 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年９月30日 ― 73,851 ― 8,758,481 ― 425,968
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(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

セコム㈱ 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 51,584 69.85

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱

東京都中央区晴海１－８－11 2,286 3.10

MSIP CLIENT SECURITIES
(常任代理人 モルガン・スタンレー
MUFG証券㈱)

25 Cabot Square,Canary Wharf,
London E14 4QA, U.K.
(東京都千代田区大手町１－９－７
大手町フィナンシャルシティ サウスタワ
ー)

1,058 1.43

日本マスタートラスト信託銀行㈱ 東京都港区浜松町２－11－３ 899 1.22

㈱東京放送ホールディングス 東京都港区赤坂５－３－６ 750 1.02

三菱電機㈱ 東京都千代田区丸の内２－７－３ 557 0.75

パスコ社員持株会 東京都目黒区東山１－１－２ 538 0.73

三菱UFJ信託銀行㈱
(常任代理人 日本マスタートラスト
信託銀行㈱)

東京都千代田区丸の内１－４－５
(東京都港区浜松町２－11－３)

451 0.61

㈱三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 432 0.58

BNY FOR GCM CLIENT ACCOUNTS (E)
ISM
(常任代理人 ㈱三菱東京UFJ銀行)

25 Cabot Square,Canary Wharf,
London E14 4QA, U.K.
(東京都千代田区丸の内２－７－１)

385 0.52

計 ― 58,941 79.81

(注) １ 当社は自己株式1,591千株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合2.15％）を所有しております。

２ 日本トラスティ・サービス信託銀行㈱の持株数は、信託口分898千株、信託口1分308千株、信託口2分260千

株、信託口4分63千株、信託口5分340千株、信託口6分137千株、信託口9分280千株であります。

３ 日本マスタートラスト信託銀行㈱の持株数899千株は、全て信託口のものであります。

決算短信（宝印刷） 2017年11月16日 13時17分 10ページ（Tess 1.50(64) 20170828_01）



― 8 ―

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,591,000

― ―

(相互保有株式)
普通株式 120,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 70,978,000 70,978 ―

単元未満株式 普通株式 1,162,334 ― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 73,851,334 ― ―

総株主の議決権 ― 70,978 ―

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の「株式数(株)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1千株(議決権1個)

含まれております。

　 ２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式27株が含まれております。

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

㈱パスコ
東京都目黒区東山
１－１－２

1,591,000 ― 1,591,000 2.15

(相互保有株式)

㈱ＧＩＳ関東
埼玉県さいたま市見沼区
東大宮４－74－６

98,000 ― 98,000 0.13

(相互保有株式)

㈱ＧＩＳ東北
宮城県仙台市宮城野区
名掛丁205－１

22,000 ― 22,000 0.03

計 ― 1,711,000 ― 1,711,000 2.32

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,196,527 8,457,253

受取手形及び売掛金 34,940,830 18,796,374

仕掛品 638,121 1,656,674

その他のたな卸資産 ※1 67,033 ※1 65,337

その他 4,802,802 6,028,208

貸倒引当金 △370,367 △366,542

流動資産合計 50,274,948 34,637,305

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,443,199 4,430,900

減価償却累計額 △2,467,621 △2,528,976

建物及び構築物（純額） 1,975,578 1,901,923

土地 4,566,750 4,566,750

リース資産 400,741 413,983

減価償却累計額 △399,910 △413,624

リース資産（純額） 831 358

建設仮勘定 48,579 134,914

その他 13,227,184 13,329,672

減価償却累計額 △8,871,385 △9,327,948

その他（純額） 4,355,799 4,001,723

有形固定資産合計 10,947,538 10,605,671

無形固定資産

のれん 65,453 56,306

その他 3,600,724 3,234,642

無形固定資産合計 3,666,178 3,290,949

投資その他の資産

投資有価証券 1,016,091 1,425,586

破産更生債権等 164,081 163,889

その他 2,530,721 2,384,106

貸倒引当金 △452,001 △454,501

投資その他の資産合計 3,258,892 3,519,081

固定資産合計 17,872,609 17,415,702

資産合計 68,147,557 52,053,008
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,123,328 3,068,778

短期借入金 23,818,459 10,565,436

リース債務 2,807 2,146

未払法人税等 261,304 212,690

賞与引当金 536,643 1,052,330

役員賞与引当金 5,070 －

工事損失引当金 1,194,650 1,216,956

契約損失引当金 1,008,411 830,071

その他 4,301,612 4,226,987

流動負債合計 35,252,287 21,175,397

固定負債

長期借入金 18,071,235 18,074,295

リース債務 1,749 877

退職給付に係る負債 433,970 325,655

その他 520,265 469,141

固定負債合計 19,027,221 18,869,968

負債合計 54,279,509 40,045,366

純資産の部

株主資本

資本金 8,758,481 8,758,481

資本剰余金 55 87

利益剰余金 4,636,918 2,929,662

自己株式 △548,905 △551,944

株主資本合計 12,846,551 11,136,286

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 161,523 132,820

為替換算調整勘定 583,483 454,423

退職給付に係る調整累計額 △122,049 △107,134

その他の包括利益累計額合計 622,957 480,108

非支配株主持分 398,540 391,246

純資産合計 13,868,048 12,007,641

負債純資産合計 68,147,557 52,053,008
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 22,069,854 20,437,251

売上原価 17,621,423 16,900,947

売上総利益 4,448,431 3,536,303

販売費及び一般管理費 ※1 5,000,324 ※1 5,011,641

営業損失（△） △551,893 △1,475,337

営業外収益

受取利息及び配当金 24,104 17,341

受取賃貸料 19,697 8,412

貸倒引当金戻入額 1,329 －

為替差益 － 93,974

雑収入 44,359 59,193

営業外収益合計 89,490 178,921

営業外費用

支払利息 63,808 34,638

持分法による投資損失 8,107 16,135

賃貸費用 4,698 4,287

貸倒引当金繰入額 － 11,709

為替差損 350,348 －

雑支出 68,277 23,954

営業外費用合計 495,240 90,725

経常損失（△） △957,643 △1,387,140

特別利益

固定資産売却益 3,715 2,525

投資有価証券売却益 － 19

持分変動利益 － 10,163

特別利益合計 3,715 12,709

特別損失

固定資産除売却損 27,702 29,554

特別調査費用等 ※2 97,679 －

特別損失合計 125,382 29,554

税金等調整前四半期純損失（△） △1,079,310 △1,403,985

法人税、住民税及び事業税 133,327 163,509

法人税等調整額 △310,356 △495,494

法人税等合計 △177,028 △331,984

四半期純損失（△） △902,281 △1,072,001

非支配株主に帰属する四半期純利益 10,455 10,311

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △912,736 △1,082,312
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純損失（△） △902,281 △1,072,001

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △14,238 △28,703

為替換算調整勘定 △584,111 △141,596

退職給付に係る調整額 13,119 14,721

その他の包括利益合計 △585,230 △155,578

四半期包括利益 △1,487,511 △1,227,579

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △1,446,067 △1,225,161

非支配株主に係る四半期包括利益 △41,444 △2,417
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,079,310 △1,403,985

減価償却費 1,510,013 1,293,981

のれん償却額 9,992 6,629

長期前払費用償却額 158,444 147,773

貸倒引当金の増減額（△は減少） △45,238 7,919

賞与引当金の増減額（△は減少） 573,426 515,707

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △8,000 △5,070

契約損失引当金の増減額（△は減少） △289,856 △178,340

退職給付に係る資産及び負債の増減額（△は減
少）

△38,307 △83,986

その他の引当金の増減額（△は減少） 23,560 22,538

受取利息及び受取配当金 △24,104 △17,341

支払利息 63,808 34,638

持分法による投資損益（△は益） 8,107 16,135

為替差損益（△は益） 18,725 △5,411

固定資産除売却損益（△は益） 23,987 27,028

投資有価証券売却損益（△は益） － △19

特別調査費用等 97,679 －

持分変動利益（△は益） － △10,163

売上債権の増減額（△は増加） 11,614,176 16,733,537

たな卸資産の増減額（△は増加） 240 △1,018,616

仕入債務の増減額（△は減少） △930,790 △1,085,498

未払又は未収消費税等の増減額 △335,504 △220,720

未払費用の増減額（△は減少） 271,697 △12,014

長期未払金の増減額（△は減少） － △22,018

その他 △773,900 △889,713

小計 10,848,847 13,852,989

利息及び配当金の受取額 25,401 14,226

利息の支払額 △63,051 △33,624

法人税等の支払額 △278,233 △197,549

法人税等の還付額 3,820 185,148

特別退職金の支払額 － △87,619

営業活動によるキャッシュ・フロー 10,536,785 13,733,569

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △463 △297

有形固定資産の取得による支出 △462,486 △487,395

有形固定資産の売却による収入 26,385 3,685

無形固定資産の取得による支出 △612,368 △193,096

投資有価証券の取得による支出 － △429,500

投資有価証券の売却による収入 － 20

関係会社株式の取得による支出 △51,000 －

長期前払費用の取得による支出 △46,248 △11,593

貸付けによる支出 △918,058 △1,108,288

貸付金の回収による収入 511,691 709,001

その他 31,777 △1,358

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,520,772 △1,518,822
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,970,923 △13,266,700

長期借入金の返済による支出 △2,144 －

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △11,040 △1,533

自己株式の取得による支出 △2,836 △3,270

自己株式の売却による収入 － 262

配当金の支払額 △649,549 △649,336

非支配株主への配当金の支払額 △12,866 △4,876

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,649,362 △13,925,455

現金及び現金同等物に係る換算差額 △321,956 △28,584

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △955,305 △1,739,293

現金及び現金同等物の期首残高 7,990,317 10,079,069

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 7,035,012 ※1 8,339,775
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

１※１ その他のたな卸資産の内訳

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

商品 28,450千円 26,243千円

貯蔵品 38,583 39,094

計 67,033 65,337

２ 偶発債務

(保証債務)

下記の会社等の借入債務等に対し保証を行っております。

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

Geotech Consulting Ltd 103,618千円 114,915千円

個人住宅ローン等 85,188 74,010

COWI A/S 56,446 62,600

計 245,253 251,526

(四半期連結損益計算書関係)

１※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

従業員給与手当及び賞与 2,277,173千円 2,349,603千円

貸倒引当金繰入額 △7,172 301

賞与引当金繰入額 365,139 349,637

退職給付費用 163,510 138,438

２ 売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

当社グループの売上高は、納品が年度末に集中する官公需の特殊性により第４四半期連結会計期間に完成する業

務の割合が大きいため、第１、第２、第３四半期連結会計期間に比べ第４四半期連結会計期間の売上高が増加する

傾向にあり、それに伴い業績にも季節変動があります。

３※２ 特別調査費用等

前第２四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日）

過年度決算訂正に関する社内調査委員会に係る調査費用53,149千円及びそれに伴って発生したレビュー業務に係

る報酬37,298千円等を計上しております。

当第２四半期連結累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日）

該当事項はありません。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

現金及び預金勘定 7,185,416千円 8,457,253千円

預入期間が３ヶ月を超える
定期預金

△150,403 △117,477

現金及び現金同等物 7,035,012 8,339,775

　

(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１ 配当金支払額

(決議)
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月23日
定時株主総会

普通株式 649,549千円 9.0円 平成28年３月31日 平成28年６月24日 利益剰余金

(注) 連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金は控除しております。なお、控除前の金額は

650,629千円であります。

　

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３ 株主資本の金額の著しい変動

剰余金の配当については、上記「１ 配当金支払額」に記載しております。なお、この他に該当事項はありませ

ん。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１ 配当金支払額

(決議)
株式の
種類

配当金の
総額

１株当たり
配当額

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日
定時株主総会

普通株式 649,336千円 9.0円 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金

(注) 連結子会社が所有する自己株式（当社株式）にかかる配当金は控除しております。なお、控除前の金額は

650,416千円であります。

　

２ 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

　

３ 株主資本の金額の著しい変動

剰余金の配当については、上記「１ 配当金支払額」に記載しております。なお、この他に該当事項はありませ

ん。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）国内 海外 計

売上高

外部顧客への売上高 19,432,474 2,637,380 22,069,854 － 22,069,854

セグメント間の内部売上高
又は振替高

32,115 134,409 166,524 △166,524 －

計 19,464,590 2,771,789 22,236,379 △166,524 22,069,854

セグメント利益又は損失 (△) 920,099 △155,479 764,619 △1,316,513 △551,893

(注) １ セグメント利益又は損失（△）の調整額△1,316,513千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用

等です。全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報

前連結会計年度の末日に比して、当第２四半期連結会計期間の国内セグメントの金額が著しく変動しておりま

す。その主な理由は、「第２ 事業の状況」に記載のとおり、国内セグメントの主要顧客が官公庁であることから納

品および収益計上が３月末に集中し、その債権の多くが第１四半期に回収されることから「受取手形及び売掛金」

が減少したことによります。

　

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント 調整額
（注１）

四半期連結損益
計算書計上額
（注２）国内 海外 計

売上高

外部顧客への売上高 18,238,490 2,198,760 20,437,251 － 20,437,251

セグメント間の内部売上高
又は振替高

13,798 144,337 158,135 △158,135 －

計 18,252,288 2,343,098 20,595,387 △158,135 20,437,251

セグメント損失 (△) △57,074 △79,930 △137,005 △1,338,332 △1,475,337

(注) １ セグメント損失（△）の調整額△1,338,332千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等です。

全社費用等は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費です。

２ セグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　

２ 報告セグメントごとの資産に関する情報

前連結会計年度の末日に比して、当第２四半期連結会計期間の国内セグメントの金額が著しく変動しておりま

す。その主な理由は、「第２ 事業の状況」に記載のとおり、国内セグメントの主要顧客が官公庁であることから納

品および収益計上が３月末に集中し、その債権の多くが第１四半期に回収されることから「受取手形及び売掛金」

が減少したことによります。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △12円65銭 △15円00銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純損失金額(△)(千円) △912,736 △1,082,312

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純損失金額(△)(千円)

△912,736 △1,082,312

普通株式の期中平均株式数(千株) 72,168 72,145

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビ独立監査人の四半期レビュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書ュー報告書

平成29年11月14日

株式会社パスコ

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 林 雅 彦 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 寺 田 裕 ㊞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社パスコ

の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年４月１日から平成29年９月30日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社パスコ及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

※１ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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